○物権的請求権
著者.淡路剛久・鎌田薫・原田純孝・生熊長幸.「民法Ⅱ　物権〔第３版〕」11項～.有斐閣.2005年より
（前提）物権は、絶対的・排他的な権利である。
物権的請求権＝物権の円満な支配状態が妨げられたり、妨げられるおそれがあるときには、その侵害の除去または予防を請求することができる。もしくは物権上請求権という。

物権侵害の状態が客観的に違法なものでありさえすれば、当然に物権的請求権が成立し、侵害者の故意・過失を必要としない。

物権的請求権⇒物権的返還請求権、物権的妨害排除請求権、物権的妨害予防請求権の３種からなる。
■法的根拠（民法　占有権のところ）
（占有の訴え） 第百九十七条 　占有者は、次条から第二百二条までの規定に従い、占有の訴えを提起することができる。他人のために占有をする者も、同様とする。 　　　←占有訴権を認めている
（占有保持の訴え）　第百九十八条 　占有者がその占有を妨害されたときは、占有保持の訴えにより、その妨害の停止及び損害の賠償を請求することができる。 

（占有保全の訴え）　第百九十九条 　占有者がその占有を妨害されるおそれがあるときは、占有保全の訴えにより、その妨害の予防又は損害賠償の担保を請求することができる。 

（占有回収の訴え） 第二百条 　占有者がその占有を奪われたときは、占有回収の訴えにより、その物の返還及び損害の賠償を請求することができる。 

２ 　占有回収の訴えは、占有を侵奪した者の特定承継人に対して提起することができない。ただし、その承継人が侵奪の事実を知っていたときは、この限りでない。 

（占有の訴えの提起期間） 第二百一条 　占有保持の訴えは、妨害の存する間又はその消滅した後一年以内に提起しなければならない。ただし、工事により占有物に損害を生じた場合において、その工事に着手した時から一年を経過し、又はその工事が完成したときは、これを提起することができない。 

２ 　占有保全の訴えは、妨害の危険の存する間は、提起することができる。この場合において、工事により占有物に損害を生ずるおそれがあるときは、前項ただし書の規定を準用する。 

３ 　占有回収の訴えは、占有を奪われた時から一年以内に提起しなければならない。 

（本権の訴えとの関係） 第二百二条 　占有の訴えは本権の訴えを妨げず、また、本権の訴えは占有の訴えを妨げない。 

２ 　占有の訴えについては、本権に関する理由に基づいて裁判をすることができない。 　　　←本権の訴えを認めている
■法的性質…

(１)独立の請求権か…

物権的請求権は、物権そのものとは別の権利として観念される。しかし、物権とは全く別個独立の一種の債権であると解することはできない。

(２)　行為請求権か、忍容請求権か…
　行為請求権説（物権的請求権が、相手方の積極的な行為－物の返還・妨害物の撤去・妨害予防工事など―を請求するもの）、
忍容請求権説（請求者が自ら回復ないし予防のための措置を講ずることを相手方が受忍することを求めるもの）、

についての論争。伝統的な学説は、行為請求権説に立つ。
■物権的請求権の種類について

・物権的返還請求権

　物を所有すべき物権者が目的物の占有を失った場合に、その返還を請求する権利。

・物権的妨害排除請求権

　占有の侵奪・抑留以外の方法で物権が違法に妨害されている場合に、妨害物の排除や妨害行為の停止などの行為を求める請求権。

・物権的妨害予防請求権
　将来、物権に対する違法な妨害状態が生ずるおそれが強い場合に、その原因を排除して妨害を未然に防ぐ措置を講ずるよう請求する権利。
○主位的請求、予備的請求

伊藤眞.「民事訴訟法　第３版再訂版」558項～.有斐閣.2006.　より

（前提）訴えの客観的併合＝原告が１の訴えによって被告に対する複数の請求について審判を求める行為のこと。

■併合の要件

・数個の請求が同種の訴訟手続きによって審判されうるものであること

・法律上併合が禁止されていないこと

・各請求について受訴裁判所が管轄権を持つこと

■併合の様態

・単純併合…原告が特に条件を付すことなく、数個の請求についての審判を申し立てる場合を指す。

・選択的併合…数個の請求のうちいずれかが容認されることを解除条件＊として他の請求について審判が申し立てられる場合を指す。

・予備的併合…実体法上両立しない関係にある数個の請求について、あるものについて無条件に審判を求め、他のものについて、前者の認容を解除条件として審判を申し立てる併合形態を指す。前者を主位的請求と呼び、後者を予備的請求と呼ぶ。

＊解除条件＝それが成就することによって法律行為の効力が当然に消滅することになる条件（民一二七）。[有斐閣 法律用語辞典第３版]

■併合請求の審判

・予備的併合の場合

　主位的請求を認容するときには裁判所は、予備的請求について審判する必要はない。この判決は全部判決となる＊。

＊全部判決＝民事訴訟法上、一つの訴訟において数個の請求が併合されている場合にその請求の全部についてされる終局判決。一部判決に対する。全部判決に対する上訴提起の効力は、その請求の全部に及ぶ。[有斐閣 法律用語辞典第３版]

